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　　　　確認している。

第 図 アメリカ企業と日本企業の社齢別売上高分布

（１）アメリカ （２）日本

第 表 社齢別の企業数（第 図の内訳）

社齢が 年以下で売上高が 億ドル以上となっている企業（８社）を個々にみて

みると、５社については、古い企業が M&A 等のコーポレートアクションを通じて新し

い企業に生まれ変わったものである （第 表）。他の２社は 年代創業で、

M&A 等のコーポレートアクションを経て急成長を遂げたものである。残りの１社は、

創業年が 年と新しく、起業後、わずか 年程度で売上高 億ドルを超えるネ

ット小売りの世界最大手へと成長を遂げた企業である。

今回の分析で社齢を算出するに当たり、Osirisに登録されている企業の設立年を使用している。この設立年につい

ては、必ずしも企業が初めて事業活動を始めた創業年を意味しておらず、古い企業がM&Aや法人登記州の変更とい

ったコーポレートアクションを通じて社齢が若い企業に生まれ変わることで設立年が変更されたものも多い。そのた

め、この８社の分析に際しては、それぞれの企業が事業活動を始めた創業年を個別に確認することで、本来の社齢を

確認している。
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企業名 業種 創立年

A社 ドラッグストア

B社 自動車メーカー

C社 医薬品卸売り

D社 ネット小売り

E社 ドラッグストア

F社 コンピューター

G社 薬剤給付管理

H社 石油精製・輸送

（備考） Osiris等により作成。

企業数

エネルギー

情報技術

分類

（備考） Osirisより作成。

新興企業

コーポレートアクションによる設立年変更

合計

第 表 アメリカにおける社齢 年以下及び売上高 億ドル以上の企業

次に、対象を広げ、社齢 年以下、売上高 億ドル以上の企業について分析して

みよう（第 表） 。今回使用したデータベース上、アメリカについてはこの条件

を満たす企業は 社あり、そのうち 社はM&Aといったコーポレートアクションを

通じて設立年が変わり、社齢の若くなった企業、残りの５社は、起業後短期間で売上高

億ドルを超えるまでに急成長した企業であった。５社の内訳は、２社がエネルギー

関連、３社が情報技術関連である。情報技術関連の３社は、いずれもインターネット時

代に対応した新たなビジネスモデルを提示することにより、急速に世界的な企業に成長

した事例である。なお、日本については同様の基準を満たす企業が 社あるものの、す

べてが M&A といったコーポレートアクションを通じて設立年が変わり社齢の若くなっ

た企業であり、起業後に急成長して売上高 億ドル以上となった企業は今回使用した

データベース上では確認できない。

第 表 社齢 年以下及び売上高 億ドル以上の企業

１ アメリカ

前述の社齢 年以下及び売上高 億ドルのアメリカ企業も含む。
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企業数

（備考） Osirisより作成。

コーポレートアクションによる設立年変更

分類

合計

２ 日本

次に、 社の業種別分布をみてみると、エネルギー分野の企業が最も多くなっている

（第 図）。これは、いわゆるシェール革命により大手企業から中小企業まで多く

の企業がシェールビジネスに参入する中で、様々なコーポレートアクションを通じて関

連企業の再編が進んだ結果、売上高の大きな企業が誕生することになったためであると

考えられる。また、ヘルスケア分野の企業も多数含まれている。患者と製薬企業の間で

医療費削減交渉を行うサービスを提供する企業や、M&A 等を通じて大規模化したドラ

ッグストア等が含まれている。そのほか、小売・卸売、食品・飲料（たばこを含む）、情

報技術といった分野の企業が M&A 等のコーポレートアクションを通じて新しい企業に

生まれ変わっていることが分かる。

第 図 社齢 年以下及び売上高 億ドル以上のアメリカ企業の業種分類

（３）結論

以上、アメリカにおける起業を取り巻く環境や、企業の新陳代謝の状況について分析

してきた。まず、アメリカは他の主要国と比較して起業を巡る環境が整っており、世界

金融危機後に減少した起業活動やベンチャーキャピタル投資、更には M&A が近年再び

活性化してきていることが分かった。また、アメリカでは創業からの期間が短い企業や、

M&A 等のコーポレートアクションを通じて生まれ変わった企業が売上高上位に占める

割合が非常に高く、短期間で世界的企業に急成長した企業も存在する。業種別にみると、

エネルギー 小売・卸売 ヘルスケア 情報通信 食品・飲料

（たばこ含む）

情報技術

（企業数）

（備考）Osirisより作成。

（業種）
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エネルギー関連、ヘルスケア関連、情報通信関連等の分野で活発な起業や事業再編を通

じて成長している企業が多いことがみてとれた 。アメリカ経済には起業文化が依然と

して残っており、企業の新陳代謝が経済成長に重要な役割を果たしている。このような

ビジネスダイナミズムを維持・強化するための環境整備が重要であると考えられる。

 

個社にかかるデータには対象範囲や時点間の連続性等、様々な制約があることに留意が必要。
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